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特別講演

第6回衛生工学シンポジウム
1998.11北海道大学学術交流会館

阪械炎路大震~における災害廃棄助の畑扱びアスベスト粉じん対策について

神戸市環境局業務部寝業廃棄財包導課主査

尾崎敏之

平成7年1月17日対月に発生した阪柑縮大箆足により神戸市はあらゆる詣において大きな打撃を受

け九 その中でも災調嘉窮助〈佐幌家臨等から発生するガレキ等〉の処理が市側剖5・復興にとって当

面の緊急課題となっ九 この事態を受け、図説彪足者の負担軽減と被災地の平期d糠18.復興のた湖皮

災建初等の島幸体を含めた花隈を特例として廃禦助処理法の災寵薬欝防郷里事業により公費負担で実施すiる

事を決定し九 このため、神戸市においては2月3日環境問内に鹿綿窃墓プロジェクトチームとして「

災調亮窮助対策室iを設置し、環境局が主体となって災害廃棄陶処理事業を行うことになっfこ。

2.鰯撤去

鱗撤去については当初調査の全壊・半樹麟妨、ら約7万4千棟の翻斡撒表棟数を楢十し、 7勾渡中

の完了を目標にスタートしfこ。 しかしながら、脱穀橡家関東紛習彰大なうえ、権利関係の調整が進

まないなどι漉由から、繰越事業として9勾渡まで事業延長を行って皮隈しfこ。
弔或10年3月末における最終解桝麟対立61， 392棟lこ至っfこ。

(1満蒋者家屋管理システム

傍悌家屋等の解樹散去は、家屋所有者の願出に基づいて姥理を行うことになるが、円滑・殻搾的かっ統

寸切こ管理するためシステム化を図っ九

①ヂ…夕べ…スr.平成7明葱麗定資麗賜t台帳j憐伽車問

家賠所掛播、家屋所有者・住折、家屋番号、頭説延床置糖、所有節子、家屋構造等

舗理台帳 :家屋高斡撤去情報〈家屋番号ベース)

家麗所在地番・家屋所有者等上記データベースより複写・登録、解体的?、工連軍臓

等

@潟約台帳 :ヱ車鶏サ情報

解体業者情報、契搬須~工事番号、契約誼様、契約金紙錨拐、克了届出日等

(2胸欄去の方法

①前発注工連 :市が業者に発注、鱗轍去を行う。処理齢膨大であるため、単値潟約(円/i)とし九

②自衛家

③三者契約

:市が自衛珠に解体を槻貯る。

:市発注及び自衛歌による方法が原則である均九脅平体を要する傾隙家屋料駄でありそ

の処理に5普賢治効功、るため、緊急、性・必要f生から市による解体を待てず自ら業者を選

択し角琳を行いたいとの被災者の要望を受けて、実駒守に市発注による方法を補完す
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るものとして掲羽。 当該建初所有者・業者・市の三者で契約を幸織。

⑩青算 :緊急性・必要I生から、震災直後土況の解体事業に州、る告膿1;潜備されるまでに、自

己反狸したものについて当該建防所有者等からの申し出に基づき、解体費用の公費負

担を行う。

3.郷里処分

処理路間癌を策定するためにはまず災害姦禦御難撞併問題ぬ泌嬰であり、約7万4千棟の翻事体

撤封鰍に平均守な延床誼鎖・発生涼単位 (rrf/rrf)を推定し、算定を行っfら また、描十を基に仮

静鉢D設置の検討、反援拠?方法の樹を行っ九

(1)仮置場

一時、多量に発生する災留発窮鈎を適正~~堂するためには、仮態勢の確保か軍要である。 また、道

路も当時大きな被害を受けており、災調発禦防似盟殻によるあ酪械を避けるため、内陣日だけでなく

臨観sに積出島出を設け、海ぷ翻により埋立造成中のポートアイランド2期(})----$を仮置場として確

{呆しfこ。

(2脚盟加子

神戸市においては、震災以前から建設残土やコンクリートガレキ等安淀型廃禦伽こついては海直鯉立用

材として手i持しており、コンクリート系につし叱同積出掛由今に分別プーjレを築造し、コンクリートガ

ラから木片警報遊物を除去したのち埋立てを行うことで、目庇幼fっしすこ。

一方、オ頃系廃棄物について尚斡梓慰謝こおける分予防浦憶されすえ土壁や木屑・翠簿カ混合した状態

で仮農場に搬入され九 このため、分肱蜘卒、;蹴時の中間処理により減容化・安定化を行うこと

により市域内での適正反腿を国っ九 しかしながら、処理期間の端的必拐般の-$の廃棄助につ

いては市域外への加里読もをせざるを得なかっ九 最終の郷里処分量は木質系約500万t、コンク

リート締り300万tに及んだ。

4.アスベスト粉じん対策

震災直後から家屋の解偏散去や復!日・復興エ事による粉じλ痔の環境習題カ決きな課題となっfおなか

でもアスベスト伍綿)粉じんについては抱詔勧帝観されており、その対策カ漕務であっ九

アスベストは労働安全衛生法や廃繋初処遇拡により樹及が土蹄Ijされている。また、大節税紡止法では

アスベスト製品製造工湯を規制の対象としているカえ解体工事に{半うアスベスト文様について広場鵠保

全面からの湖怯糊はない。 しかしながら、アスベスト除去エ事保踏な費用を嬰するため適切な除

去工事をすすめるため、アスベスト除去工事部こついても公費負担とし九

(1)アスベスト対策

包漣設業者~~xiするアスベス同様の樹高理知

②飴陪鰭物のアスベスト使用実態調査

・第l次調査(約L 200棟)

・第2次讃皆保守400棟〉

・第3次調査保守100棟)

③アスベスト対策に係る基本方針及U守旨明齢十を策定

-解体業者による輔守調査、報告

・アスベスト対策の実権利麗書〈周辺傍鵠モニタリングを含む〉、事副議義
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-アスベスト験支Z事完了報告書

@アスベスト粉じんの緊急環境モニタリング

住i隠稼還の多い梢締出7カ漸で実臨 (平成7年2月'"1 0丹)

全国の一般大安積載賠鍍の平均護に比べ高い水準にあるもののその騎健(1. 3本/R，)以下とな

っている。 なお、大潟寺剥坊止法の工主義勝雌蕗轍における規出躍諜である10本/R，は大きく下

回っている。

5.課題等

(1)情報管臆仔プ元化と樹習指報化

開材轍や災害発期船発生量の早賊問題などのため敵証明等の靖報の一元鷲珪蹴要である。

また、文~捕者万三けで同調場における建防の特定に問題訪〈あるなど\地習情報と靖子鴎跡リンクした

システムカ泌要。

(2胸お賭の確保

安全、溺患な島森本作業を行うことが出来る鰯梶鰭について周jW出或も含めて輔前こ登録するなど解体

業者を確保する。

(3)アスベスト使用建物の徹底諒盛

震災時には立入調査に組織守半い村?な調査州えない。 この為、朝郁こ讃躍を付加こ行いデータベ

ースとマッチンク守させることにより概樹象併教峨当勘f可能

(4)アスベスト脱露織の鰍

アスベストを適正に処理するためには脱舷術及び実績を持っている業者に発注、議去する事か重要で

あるれ全蹴切こも業者数院かない。 このため、解体業者と慌織に事前に登録申渡簿により業者磁呆

をしておく必要がある。

ワ由

。uqo 


